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本日のご説明内容



原子力発電環境整備機構（NUMO)の設立('00)

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律の制定 ('00）

第1次取りまとめ('92)
「地層処分の技術的可能性」

JAEAにおける研究開発

地層処分研究
開始('76)

第2次取りまとめ('99)
「地層処分の技術的信頼性」

東濃鉱山での
地層科学研究('86～'03)

釜石鉱山での
地層科学研究('88～'98)

東海ｴﾝﾄﾘｰ
試験開始('93)

東海ｸｵﾘﾃｨ
試験開始('99)

超深地層研究
所計画(瑞浪)
開始('96)

幌延深地層研究
計画開始('01)

H17年取りまとめ
('05)

第2期中期計画
成果取りまとめ
CoolRepH26('15)

第1期中期計画
成果取りまとめ
CoolRepH22('10)

1970

2000

1980

1990

2010

2015

特定放射性廃棄物の最終処分
に関する基本方針の改定('15)

国の政策・実施主体（NUMO）による処分事業

瑞浪:坑道の埋め
戻し開始('19)

2020

科学的特性マップの公表('17)

特定放射性廃棄物の最終処分に
関する法律の一部改正('07）

文献調査の開始(‘20)

１. 研究開発の経緯

第3期中長期計画
成果取りまとめ

CoolRepR4(‘22)瑞浪:坑道の埋め
戻し完了(‘21)

NUMO包括的技術
報告書の公表(‘21)
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２. JAEAにおける研究開発計画等
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31/R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

地層処分研究
開発調整会議

本会議の報告
対象となる研究

期間の範囲

原子力機構の
計画、成果の取
りまとめ等

国・実施主体
（NUMO）の動き

年度

第3期中長期計画第2期中期計画

第2期中期計画成果

取りまとめ（CoolRepH26)

地層処分基盤研究開発に関する全体計画

フェーズ3(平成25-29年度）

瑞浪超深地層研究所

坑道埋め戻し開始

第3期中長期計画成果

取りまとめ（CoolRepR4）

瑞浪超深地層研究所

坑道埋め戻し完了

地層処分研究開発に関する全体計画

(平成30-R4年度）

第4期中長期計画

第5回(成果例）

今回(第7回)

全体計画改定
▼

令和2年度以降の幌延

深地層研究計画開始

第5回 第6回第1～４回

文献調査
開始

NUMO包括的
技術報告書公表

科学的特性
マップ公表

今回(第7回)



⚫ 研究開発で得られた成果をわが国の地層処分計画を支える技
術基盤として反映するため、処分事業や安全規制のニーズ・進
展を踏まえ、段階的・定期的に取りまとめを実施

⚫ 「第２次取りまとめ」以降、これまでに平成17年取りまとめ「地層
処分技術に関する知識基盤の構築」、第1期中期計画期間
(H17.10～H22.3)成果取りまとめ「CoolRepH22」、第2期中期
計画期間(H22.4～H27.3)成果取りまとめ「CoolRepH26」、第3

期 中 長 期 計 画 期 間 (H27.4 ～ R4.3) 成 果 取 り ま と め
「CoolRepR4」を実施・公表

⚫ 取りまとめた成果の発信においては、構造的な文書化や成果の
反映先を明示する等、ユーザーが活用しやすい形態での情報を
提供

（深地層の研究施設計画に関する研究開発成果の反映先）

第1期 CoolRepH22 ⇒ 概要調査の段階を中心とした技術基盤
第2期 CoolRepH26 ⇒ 精密調査の段階(前半)を中心とした技術基盤
第3期 CoolRepR4 ⇒ 精密調査の段階(後半)を中心とした技術基盤

CoolRep（クールレプ）

第2期中期計画期間成果取りまとめから
新たに導入したウェブサイト上に研究開
発成果に関する情報を発信・共有するレ
ポートシステム

https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/

３. CoolRepR4(研究成果取りまとめ)
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４. 地層処分技術に関する研究開発の拠点と研究内容

（イメージ図）

核燃料サイクル工学研究所（東海）

（イメージ図）

●地質環境の長期安定性
に関する研究

●深地層の研究施設計画

（結晶質岩）※

• 地下坑道における工学的対策技
術の開発

• 物質移動モデル化技術の開発
• 坑道埋め戻し技術の開発

※令和元年度で研究開発を完了

東濃地科学センター ●深地層の研究施設計画(堆積岩)

• 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認
• 処分概念オプションの実証
• 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

幌延深地層研究センター

（イメージ図）

土岐地球年代学研究所
（岐阜県土岐市）

瑞浪超深地層研究所
（岐阜県瑞浪市） 幌延深地層研究所

（北海道幌延町）

地層処分放射化学研究施設(クオリティ)地層処分基盤研究施設(エントリー)

●高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発
●使用済燃料の直接処分研究開発

（瑞浪超深地層研究所は2022年1月に坑道埋め戻し及び地上施設撤去を完了）
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超深地層研究
所計画(瑞浪)

幌延深地層
研究計画

必
須
の
課
題
成
果
取
り
ま
と
め

埋め戻し開始（R2.2）
～埋め戻し完了（R4.1）

研究開発を継続

～令和元年 令和2年～

地元自治体による
令和2年度以降の
計画案の受け入れ
（幌延町：R2.1.23）
（北海道：R2.1.24)

外部有識者

地層処分研究開発評価委員会
深地層の研究施設計画検討委員会

によるレビュー
幌 延

（報告書） （計画）

https://jopss.jaea.go.jp/pdfdata/

JAEA-Research-2019-013.pdf

https://www.jaea.go.jp/04/
horonobe/press/31/pdf/200129.pdf

瑞 浪
（報告書） （計画）

https://jopss.jaea.go.jp/pdfdata/

JAEA-Research-2019-012.pdf

https://www.jaea.go.jp/02/press2019/

p20012701/b01.pdf

• 大深度の水平地下空間を
安全に掘削し維持する技
術を確立

• その地下空間を活用しなが
ら、大深度の地質環境を調
査・評価する技術も確立

法律で定められた最終処
分場の深度(300m以深)
までの地下空間を調査・評
価し、そこに地下施設を建
設・維持できることを実証

深地層の科学的研究（地層科学研究）に
関する課題について、当初目的を達成し、
研究開発を終了

• 地層科学研究に関する課題について、
当初の目的をほぼ達成

• これまでの成果を精査し国内外の地
層処分を巡る状況の変化も踏まえて、
以下の研究開発課題を継続

1. 実際の地質環境における人工バリア
の適用性確認

2. 処分概念オプションの実証
3. 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力

の検証

必須の課題成果取りまとめ報告書と令和2年度以降の計画

５. 研究開発の現状
①深地層の研究施設計画：研究開発の動向

“必須の課題”成果取りまとめ報告書
および「令和２年度以降の超深地層研
究所計画」を公表

“必須の課題”成果取りまとめ報告書
および「令和２年度以降の幌延深地層
研究計画」を公表
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(2) 物質移動モデル化技術の開発

(1) 地下坑道における工学的対策技術の開発

◼ 大規模湧水に対するウォータータイトグラウト
技術

◼ 地下水管理技術

◼ 長期的な変遷を含めた地下深部におけるわ
が国固有の亀裂ネットワーク中の地下水流
動・物質移動に関する試験及びモデル化技術

(3) 坑道埋め戻し技術の開発

◼ 坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術

◼ 長期モニタリング技術など
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(1) 実際の地質環境における人工バリアの
適用性確認

(2) 処分概念オプションの実証

(3) 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の
検証

◼ 人工バリア性能確認試験

◼ オーバーパック腐食試験

◼ 物質移行試験

◼ 処分孔等の湧水対策･支保技術等の実証試験

◼ 人工バリアの定置･品質確認等の方法論に関
する実証試験

◼ 高温度(100℃以上)等の限界的条件下での人
工バリア性能確認試験

◼ 水圧擾乱試験等による緩衝能力の検証･定量化

◼ 地殻変動による人工バリアへの影響･回復挙動
試験

幌延深地層研究計画（堆積岩・幌延町）
平成27年度～令和3年度

超深地層研究所計画（結晶質岩・瑞浪市）
平成27年度～令和元年度（完了）

５. 研究開発の現状
①深地層の研究施設計画：必須の課題



【研究の背景・狙い・目標・意義】

地層処分事業の精密調査において必要とされる技術のうち、地下坑道における工
学的対策技術の開発、物質移動モデル化技術の開発及び坑道埋め戻し技術の開
発に重点的に取り組む。

【実施内容】

• 地下坑道における工学的対策技術の開発として、地下水抑制技術・地下水管理
技術の開発を行った。物質移動モデル化技術の開発として、不均質な割れ目ネット
ワークのモデル化手法の開発と地質環境の長期変遷に関する解析・評価技術の
開発を行った。坑道埋め戻し技術の開発として、坑道閉鎖に伴う環境回復試験技
術の開発とモニタリング技術の開発を行った。

【成果・地層処分事業や他分野への貢献】

• 高水圧環境下での湧水抑制技術の開発や、地下水の排水処理技術の有効性確
認のほか、亀裂性岩盤の不均質性や湧水可能性を評価可能な手法を開発し、地
下施設の設計や建設時、安全評価に有効活用できる成果が得られた。

• 本成果は地層処分事業のほか、トンネル工事等の土木分野での活用も期待される。

プレグラウチングとポストグラウチングの
概念図
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プレグラウチングによる改良値（Lu）
（⇒透水性：小）

プレグラウチング未実施
予測値：1,380m3/日

プレグラウチング
実施後の
実測値：
50m3/日
予測値：
57m3/日
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水

抑
制

効
果

：
3
0
分

の
1

プレグラウチングの効果の評価結果

５. 研究開発の現状
①深地層の研究施設計画：H27～R元年度成果概要（瑞浪）
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2019 (R1)
年度

2020 (R2)
年度

2021 (R3)
年度

2022 (R4)～2025 (R7)
年度

2026 (R8)
年度

2027 (R9)
年度

超深地層
研究所計画に基

づく研究

※

工

程

坑道埋め戻し

地上施設撤去

基礎
コンクリート等

撤去

地下水の環境
モニタリング

調査

研究所周辺の
環境影響調査

（準備工事）

モニタリングシステムの有効性確認
（実証研究）

整地

土
地
賃
貸
借
期
限
（令
和
４
年
１
月
）

R1年10月 最終形状
（R10年3月末）

坑道埋め戻し
及び地上施設撤去完了
（R4年1月～環境モニタ

リング調査終了）

５. 研究開発の現状
①深地層の研究施設計画：瑞浪の坑道埋め戻し等について(1/2)

9※ 「令和２年度以降の超深地層研究所計画」に基づく。

イメージ図イメージ図



埋め戻し完了範囲

主立坑工区

研究坑道埋め戻し完了

(R3.11.18完了）

換気立坑工区

研究坑道埋め戻し完了
(R3.12.2完了）

５. 研究開発の現状
①深地層の研究施設計画：瑞浪の坑道埋め戻し等について(2/2)

主立坑 （直径6.5m）

深度100m予備ステージの
埋め戻し作業の様子

換気立坑 （直径4.5m）

深度90m予備ステージの
埋め戻し作業の様子
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11

人工バリア性能確認試験の概念図

水圧擾乱試験の概要

埋め戻し材ブロック

埋め戻し材
（転圧締め固め）

模擬オーバーパック
(模擬OP)

緩衝材

コンクリートプラグ

試験坑道4

計測システム室

【実施内容】
・人工バリア性能確認試験、オーバーパック腐食試験、物質移行試験を通して、実際の地質環境におい
て、人工バリアや周辺岩盤中での熱－水－応力－化学連成挙動や物質移行現象などを計測・評価す
る技術の適用性を確認し、「精密調査後半」に必要となる実証試験の技術基盤を確立する。

・人工バリア設置環境の深度依存性を考慮し、種々の処分
概念オプションの工学的実現性を実証し、多様な地質環境
条件に対して柔軟な処分場設計を行うことを支援する技術
オプションを提供する。

・地震・断層活動等の地殻変動に対する力学的・水理学的
な緩衝能力を定量的に検証し、堆積岩地域における立地
選定や処分場の設計を、より科学的・合理的に行える技術
と知見を整備する。

【研究の背景・狙い・目標・意義】
幌延深地層研究センターでは、これまで深度350mまでの立坑掘削と

調査研究用の水平坑道を展開しながら、地質環境を調査・評価する技術
や深地層における工学技術の開発を着実に進めてきた。平成26年度に
は、今後の課題の網羅的抽出と必要性の確認などを踏まえて、以下の
「必須の課題」を設定した。

・実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

・処分概念オプションの実証

・地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

５. 研究開発の現状
①深地層の研究施設計画：H27～R3年度成果概要（幌延）1/2
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【成果・地層処分事業や他分野への貢献】

• 人工バリア性能確認試験において、設計手法、製作・施工及び品質管理手法を実証すると
ともに、加熱・注水時のデータを取得し、THMC解析ツールの力学モデルを高度化した。これ
らの成果は、精密調査段階における安全性・合理性等を考慮した手順・工法の選定、地層
処分後の安全評価における初期状態の把握に寄与する。

• オーバーパック腐食試験により、これまでの地上での腐食試験結果に基づくオーバーパックの
設計や寿命評価の妥当性を確認した。

• トレーサー試験により、健岩部や割れ目における物質の移動現象を適切に評価可能な手法
を確立した。

• 湧水抑制技術、支保技術、搬送定置・回収技術等の実証試験により、これらの技術の有効
性を確認するとともに、回収可能性を維持した場合の処分場の安全性への影響に関する品
質評価手法を提示した。これらの成果は、「処分場の設計技術の向上」や「処分場建設の安
全性を確保する技術の高度化」に寄与する。

• 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証において、地震動が透水性に与える影響範囲
を推定した。断層の幅が数cmの規模の小さな断層に着目し、断層の透水性への地震動の
影響などを確認した。また、世界で初めて汎用的な装置を活用して人工的に岩盤中の割れ
目をずらす原位置試験手法を開発した。これらの成果は、「地質環境特性の長期変遷のモデ
ル化技術の高度化」や「ニアフィールドにおける状態変遷を考慮した核種移行解析モデルの
構築」に貢献する。

• 「必須の課題」の取りまとめを行い、引き続き研究開発が必要と考えられる課題を抽出し、
令和2年度以降の計画を策定するとともに、自治体との協議を経て「令和2年度以降の幌延
深地層研究計画」として公表した。

• 坑道周辺の亀裂が発達する領域において岩盤の酸化還元状態の変化に関する研究により、
坑道周辺の酸化抑制メカニズムを世界で初めて解明した。これらの成果は、地層処分の安
全評価において処分場の閉鎖後に生じる変化の予測・評価上、重要な知見となる。

５. 研究開発の現状
①深地層の研究施設計画： H27～R3年度成果概要（幌延）2/2

深度380m以深において適用可能な
二重支保の概念

腐食センサーによるモニタリングの結果
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【研究の背景・狙い・目標・意義】
幌延深地層研究センターでは、これまで深度350mまでの立坑掘削と調査研究用の水平坑道を展開しながら、

地質環境を調査・評価する技術や深地層における工学技術の開発を着実に進めてきた。令和元年度までに実
施した必須の課題の成果を報告書として取りまとめ、その結果も踏まえ、引き続き研究開発が必要と考えられ
る課題を抽出し、令和2年1月に「令和2年度以降の幌延深地層研究計画」を決定した。

【実施内容】
• 人工バリア性能確認試験：模擬オーバーパックの減熱時の緩衝材の

挙動に関するデータの取得や、施工した人工バリアの解体および緩
衝材の飽和度の確認

• 物質移行試験：これまでに確立した手法を用いて、掘削影響領域、
有機物、微生物の影響に着目したデータの取得

• 人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験：施工
方法、プラグの有無、回収方法に応じた埋め戻し材の特性把握、廃
棄体の設置方法等の処分技術の実証試験

• 高温度（100 ℃超）などの限界的条件下での人工バリア性能確認
試験：緩衝材が100 ℃超になった状態を想定した解析手法の開発

• 水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化：より大型の断層
に対する地震動の影響等の把握、地下水の流れが非常に遅い領域
を調査・モデル化する技術の実証

• 地殻変動による人工バリアへの影響･回復挙動試験：人工バリアの
ひび割れに対する自己治癒能力を解析する手法の開発

人工バリア性能確認試験の概念図

埋め戻し材ブロック

埋め戻し材
（転圧締め固め）

模擬オーバーパック
(模擬OP)

緩衝材

コンクリートプラグ

試験坑道4

計測システム室

坑道スケール～ピットスケールでの調査・
設計・評価技術の体系化の概念図

５. 研究開発の現状
①深地層の研究施設計画：今後について（幌延）
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５. 研究開発の現状
②地質環境の長期安定性に関する研究：研究開発課題

14

(3) 年代測定技術の開発

⚫ サイトの選定や安全性の検討に必要なデー
タ取得技術

⚫ 変動シナリオに基づく安全評価に必要な技術

⚫ (1)，(2)の信頼性を向上するための技術基
盤

(1) 調査技術の開発・体系化

(2) 長期予測・影響評価モデルの開発
低速度← 地震波速度 →高速度

地震波トモグラフィによる地殻構造のイメージング例

様々な年代測定手法とその年代測定範囲

※総合エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会地層処分技術ワーキンググループ, 最新の科学的知見
に基づく地層処分技術の再評価－地質環境特性および地質環境の長期安定性について－, 2014, 61p.

上記の研究開発課題については、地層処分技術WG※

において示された課題（広域現象の理解に関する研究課
題、概要調査以降の調査・評価手法に関する研究課題）
を考慮し、設定している。



【研究の背景・狙い・目標・意義】
地層処分事業の概要調査～精密調査において必要とされる自然現象の影響調査・評価技術の拡充、将来の地

形変化や地殻変動等を考慮した地質環境モデル提示の支援及び数千年～数千万年スケールの年代測定に対応
した技術開発を進める。

断層破砕帯内物質の化学組成を用いた多変量
解析による活断層と非活断層の分類結果の例

土岐地球年代学研究所でのテフラの微量元
素分析に使用したレーザーアブレーション
（LA)装置（左）とICP質量分析装置（右）

【実施内容】
• 自然現象の特徴および過去～現在までの履歴を把握するための各個別

技術の拡充、地形変化や地殻変動等に関する地質環境モデルの提示を
支援するための科学的検討、年代測定に用いる各種機器分析法の高精
度化に向けた装置や前処理手法等の改良及び少量試料等への適用範囲
の拡大を進めた。

【成果・地層処分事業や他分野への貢献】
• 断層破砕帯内物質の化学組成を用いた多変量解析による活断層と非活

断層の分類等が、最近の断層運動の有無を推定する一助となることを示
した。本研究の成果は「もんじゅ」敷地内破砕帯の追加地質調査にも適用
されている。

• 地質環境の長期安定性評価における共通的基盤技術として、幅広い年
代域（104～107年）やさまざまな自然現象・試料に対応可能な年代測定
手法の開発・整備を進めた。これらを通じて、深成岩の冷却や隆起過程の
調査・評価技術の手法を開発するとともに、津波防災にも貢献できる津波
堆積物の特定方法を提案した。

５. 研究開発の現状
②地質環境の長期安定性に関する研究：H27～R3年度の成果概要
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【研究の背景・狙い・目標・意義】
地層処分事業の概要調査～精密調査において必要とされる自然

現象の影響調査・評価技術の拡充、将来の地形変化や地殻変動等
を考慮した地質環境モデル提示の支援及び数千年～数千万年ス
ケールの年代測定に対応した技術開発を進める。

【実施内容】
•自然現象の特徴および過去～現在までの履歴を把握するための各
個別技術の拡充、地形変化や地殻変動等に関する地質環境モデル
の提示を支援するための科学的検討、年代測定に用いる各種機器
分析法の高精度化に向けた装置や前処理手法等の改良及び少量
試料等への適用範囲の拡大を進める。

「ｳﾗﾝｰﾄﾘｳﾑｰﾍﾘｳﾑ」年代測定ｼｽﾃﾑ 「光ﾙﾐﾈｯｾﾝｽ」年代測定ｼｽﾃﾑ

低温の熱水活動や侵食速度の推定に利用
（国内で唯一測定が可能）

断層活動，噴火年代等の推定に利用
（施設供用制度によって依頼測定も実施中）

土砂の堆積年代等の推定に利用

「炭素14，ﾍﾞﾘﾘｳﾑ10」年代測定ｼｽﾃﾑ

レーザーアブレーション装置（左）と
ICP質量分析装置（右）
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５. 研究開発の現状
②地質環境の長期安定性に関する研究：今後について



各種データベースの構築（HPで公開中）

人工バリアの長期性能評価に関する室内試験やデータベースの構築

ガラス固化体等

オーバーパック

緩衝材

岩盤

物質移行

地下水流動

地層処分基盤研究施設（エントリー） 地層処分放射化学研究施設（クオリティ)
地層処分における核種移行モデルの高度化

放射性物質の溶解・移行挙動等の試験研究

還元環境を模擬したグローブ
ボックス内における放射性物質
移行データの取得

◼ 熱力学・収着・拡散データベース
◼ 緩衝材基本特性データベース

◼ グラウトデータベース
◼ ガラスの溶解に関するデータベース
◼ オーバーパックデータべース
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(1) 処分システムに関する工学技術の信頼性向上
・人工バリア等の基本特性データベースの拡充
・人工バリア等の長期複合挙動に関する研究

(2) 安全評価手法の高度化
・放射性核種の移行に係る現象理解とそれに基づく評価モデルの高度化
・安全評価に係るデータベースの拡充

放射性物質の濃度分析
人工ﾊﾞﾘｱｼｽﾃﾑの健全性評価試験

５. 研究開発の現状
③高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発： 研究開発課題



【研究の背景・狙い・目標・意義】
処分システムに関する工学的技術の信頼性向上として、人工バリア等の基本特性データ

の拡充及びデータベース開発並びに人工バリア等の長期複合挙動に関する研究を進める。
また、安全評価手法の高度化として、システム性能評価に係る手法の開発及び放射性核
種の移行に係る現象理解とデータベース開発を行う。

【実施内容】
• 幅広い地質環境条件等に対して、オーバーパックの腐食挙動や緩衝材等の基本特性に

係るデータを取得し、データベースとして整備した。深地層研究計画での原位置試験での
計測データを活用し、人工バリアの連成挙動モデルの信頼性向上を図った。

• 地表環境の変遷を考慮した安全評価手法の開発や生活圏における被ばく線量評価の信
頼性向上等を図った。緩衝材や岩盤中の放射性核種の移行、コロイド・有機物・微生物
の影響評価手法の開発を行い、得られたデータをデータベースとして整備した。

【成果・地層処分事業や他分野への貢献】
• 幅広い条件に対する人工バリアの適用性や堅牢性、長期挙動の推定に資するための基

礎的情報が得られるとともに、閉鎖後長期のニアフィールド複合挙動を評価するためのシ
ステム開発を進め、人工バリア挙動をより現実的に把握できる技術の構築に貢献した。

• 処分候補地の隆起・侵食による地形変化・処分場深度の長期的な変遷を評価すること
が可能となり、精密調査地区選定への貢献が期待できる。研究開発を通して核種移行モ
デル・データベース等の整備・拡充を進めるとともに、諸外国の最新知見も反映した最新
の核種移行パラメータ設定手法を構築し、NUMOの包括的技術報告書（2021.2公開）に
反映した。

• 地下深くの岩盤中の放射性物質の動きをより正確に推定する手法を構築し、今後の地
層処分の候補サイトの岩盤を対象とした、効果的な調査・試験や信頼性の高い安全評価
の実現に貢献した。

緩衝材中における炭素鋼の腐食
に及ぼすNaCl濃度の影響

隆起・侵食による地形変化・処分場
深度変化の計算例

５. 研究開発の現状
③高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発： H27～R3年度の成果概要
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【研究の背景・狙い・目標・意義】

処分システムに関する工学的技術の信頼性向上として、人工バリア等
の基本特性データを取得し、データベースを最新のものに更新するととも
に、人工バリア等の長期複合挙動に関する研究を継続して進める。また、
安全評価手法の高度化として、システム性能評価に係る手法の開発及
び放射性核種の移行に係る現象理解とデータベース開発を行う。

【実施内容】

•オーバーパックの腐食挙動や緩衝材の基本特性に関して、幅広い地質
環境条件とその時間的な変遷（廃棄体定置後のTHMC状態が大きく変
化する期間～閉鎖後長期）を考慮した広範な条件に対してデータを取
得し、データベースに追加し更新する。また、処分坑道の掘削、埋め戻し、
過渡期から長期に渡る処分場の人工バリア等の複合挙動評価技術の
開発とその妥当性の確認を幌延深地層研究センターでの原位置試験
の計測データ等を活用して行う。

•地表環境の違いやその長期変遷の処分システムへの影響を評価するた
めの処分システムの性能評価手法を開発する。また、実際のサイトの地
質環境の特徴等を適切に反映することが可能な核種移行評価モデル・
データベースを先端的な分析・計算科学技術の適用や、地下研究施設
等での原位置試験や天然事例研究に基づき高度化する。

試験溶液

分銅

ロードセル

供試体

膨潤圧用反力枠

アクリル風防

変位計 載荷枠

Oリング

圧密試験容器
(純チタン2種材)

セラミックフィル
ター

下端ロードセル

緩衝材に対する長期圧密試験
装置概要
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計算（粘土のナノサイズ層間中のイオンの拡散評価）
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による幌延
の泥岩中の
鉱物分布
評価例

粘土中の静電
的相互作用を
考慮した物質
移行モデル

天然事例による物質移行モデルの確証
（幌延URLのナチュラルトレーサー解析評価例）

室内試験による拡散データ取得とモデル化

核種移行評価モデル・データベース開発において
考慮すべき空間・時間スケールとアプローチ

５. 研究開発の現状
③高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発※： 今後について

※JAEAの第4期中長期計画（令和4年度～令和10年度）においては、「高レベル放射性廃棄物等の地層処分システム

に関する研究開発」として実施 19
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(1)使用済燃料の直接処分に関する工学技術の開発
•人工バリアの設計
•地下施設の設計
•直接処分方策に関する調査

(2)使用済燃料の直接処分に関する安全評価手法の開発

•使用済燃料からの核種溶出挙動の理解

•システム性能評価に関する手法の開発

(3)その他代替処分オプションの調査

５. 研究開発の現状
④使用済燃料の直接処分研究開発： 研究開発課題

ガラス固化体と使用済燃料の放射能の時間変化

直接処分第1次取りまとめで想定した地層処分システムの構成



【研究の背景・狙い・目標・意義】
エネルギー基本計画や基本方針において、幅広い選択肢を確保する観点から、使用済燃料

など代替処分オプションに関する調査・研究を推進することとされている。使用済燃料の直接
処分に関しては、使用済燃料の特徴（形状・寸法、発熱量、インベントリ、特有な現象等）を考
慮した設計や安全性の確認が重要な課題の一つであり、人工バリア及び地下施設等の設計
検討、また、安全性の評価に必要となる使用済燃料からの溶出挙動の調査及びシステム性能
評価に係る手法の開発等を行う。さらに、直接処分以外の代替処分オプションの調査を行う。

【実施内容】
• 人工バリアとしての処分容器の仕様の例示や閉じ込め性能が高い処分容器材料の開発、臨界

安全性を考慮した燃料集合体の収容本数の例示、緩衝材の応力緩衝性や廃棄体の支持性能
等の要件を満足することを確認した。また、処分坑道や処分孔の力学的安定性評価を行った。

• 使用済燃料からの核種の放出挙動について、諸外国の評価事例をレビューし、実際の使用済
燃料を用いた浸漬試験に着手するとともに、燃料からの核種の放出挙動を理解するための実
験的な研究を実施した。

• 燃料の炉型、燃料タイプ、燃焼度、冷却期間等の多様な条件を考慮し、使用済燃料の発生量
を推定するとともに、直接処分に特有な線量支配核種について、処分容器の長寿命化の効果
を確認した。

• 直接処分以外の代替処分オプションとして、超深孔処分について、諸外国での検討事例の調
査とともに、わが国の諸条件を考慮した場合の適用性・成立性の検討に向けた調査研究を
行った。

【成果・地層処分事業や他分野への貢献】
• ガラス固化体での技術や経験を直接処分での設計等に適用できる見通しを得た。

• 瞬時放出率の文献情報に基づく設定手法の構築、長期溶解速度の炭酸濃度依存性等の文献
情報のレビュー結果について、学術論文で公開した。

• その他代替処分オプションとしての超深孔処分のわが国への適用性・成立性の検討において
重要となる留意点や課題等を具体化した。

• これら成果は、将来に向けての幅広い選択肢の確保に貢献することが期待できる。

５. 研究開発の現状
④使用済燃料の直接処分研究開発： H27～R3年度の成果概要
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【研究の背景・狙い・目標・意義】

エネルギー基本計画や基本方針において、将来に向けて幅広い選択肢を確
保し、柔軟な対応を可能とする観点から、使用済燃料の直接処分など代替処
分オプションに関する調査・研究を着実に推進することとされている。使用済燃
料の直接処分に関しては、使用済燃料の特徴（形状・寸法、発熱量、インベント
リ、特有な現象等）を考慮した設計や安全性の確認が重要な課題の一つであり、
これらに関する基礎基盤研究の着実な推進を目的として、直接処分に特徴的
な現象の理解深化や評価技術の整備・拡充を進める。さらに、直接処分以外
の代替処分オプションとして、超深孔処分のわが国での成立の可能性の検討
等に資することを目的として、超深孔処分の特徴や課題、わが国の地質環境条
件との関係等の理解・整理を進める。

【実施内容】

• 直接処分については、使用済燃料の処分に特徴的な現象として、使用済燃
料からの核種の溶解挙動や使用済燃料の処分容器内での臨界安全性等に
ついての理解深化や評価技術の整備・拡充を進め、地質環境条件や使用済
燃料の特性の多様性を考慮した評価検討の拡充、評価技術・評価事例の体
系的整理等を目指す。

• 直接処分以外の代替処分オプションについては、超深孔処分で鍵となる超
深孔の掘削や定置等に係る技術の調査・整理、及び超深孔処分の実施のた
めの技術的要求事項や地質環境条件に応じたその要求の達成の難易度、
条件、課題等を明らかにしていくことで、超深孔処分の特徴や課題、わが国
の地質環境条件との関係等の理解・整理を進めることを目指す。

建設段階 操業準備段階 操業段階 閉鎖段階

【要求事項】 超深孔が適切
に掘削できる。

超深孔が健全
に維持できる。

廃棄体が支障
なく定置できる。

超深孔が安全
に閉鎖できる。

【設計要件】 深度確保
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廃棄体防護
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放射性核種の燃料集合体からの溶
出挙動の取扱いの概念図

５. 研究開発の現状
④使用済燃料の直接処分研究開発※： 今後について

※JAEAの第4期中長期計画（令和4年度～令和10年度）においては、「代替処分オプションの研究開発」として実施 22
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「地層処分研究開発に関する全体計画（平成30年度～令和4年度）」で実施した
研究開発の成果は、JAEAの第3期中長期計画期間成果取りまとめ（CoolRepR4）
において地層処分の技術基盤として全体的に取りまとめ、ウェブ上で公表した。

なお、これらの成果については、外部有識者で構成される委員会（地層処分研究
開発・評価委員会）から下記の評価を受けている。

第 3 期中長計における研究開発については、国際的にも高い技術レベルで地層処分技術の
信頼性向上に寄与する基盤技術の整備を着実に進めている。特に、その達成度や成果の効
果・効用という点では、これらの研究成果が、国の「科学的特性マップ」、原子力発電環境整備
機構（以下「NUMO」という。）の包括的技術報告書に反映されるなど、地層処分事業の進展に
大きく貢献したことは、顕著な実績として認めることができる。また、国内外の学会発表や報告
書類の刊行、論文投稿・掲載が多数認められるとともに、世界初となる貴重な成果も創出し、
プレス発表も行うなど、積極的な成果の普及に努めていると判断できる。（中略）

このように当初の計画に基づいて着実に研究開発が行われた結果、高い成果があげられ、地
層処分事業に貢献したことから、当初計画は妥当な内容であったと判断できる。これらにより、
総じて、我が国の地層処分プログラムを支える中心的な研究開発機関としての役割を十分果
たしていると評価できる。

https://www.jaea.go.jp/04/tisou/iinkai/hyouka_iinkai/tosin_R03.pdf

https://www.jaea.go.jp/04/tisou/iinkai/hyouka_iinkai/tosin_R03.pdf


（参考）幌延深地層研究センター地下研究施設を活用した
国際共同プロジェクトについて

【目 的】

「令和2年度以降の幌延深地層研究計画」の研究課題について、国内外の機関で協力しながら研究
開発を推進し、先進的な安全評価技術や工学技術に関わる研究開発の成果を最大化するとともに、
知識と経験を共有し次世代を担う国内外の技術者や研究者を育成する。

【現 況】

⚫ OECD/NEA（経済協力開発機構/原子力機関）の協力を得て、国際的に関心の高い以下の項目
（「 」内は「令和2年度以降の幌延深地層研究計画」の課題名）について、国際共同プロジェクト準
備会合への参加機関の募集を開始（令和3年10月26日）

• 物質移行試験（「実際の地質環境における人工バリアの適用性確認」）
• 処分技術の実証と体系化（「処分概念オプションの実証」）
• 実規模の人工バリアシステム解体試験（「実際の地質環境における人工バリアの適用性確認」）

⚫ 複数の国・地域の機関から参加希望の表明があり、準備会合(第1回：令和4年3月4日、第2回：
令和4年5月16日）を開催

【今後の予定】

複数回の準備会合を行い、その結果を踏まえて最終的に幌延国際共同プロジェクトへの参加を決定
した機関の間で契約を締結（令和4年度下期予定） 24


